
資料６

他の自治体の中小企業振興基本条例の条文構成

自治体名 国立市 富士市 帯広市 釧路市 函館市 川口市 那覇市 旭川市 八尾市 宇部市 横須賀市 安城市 高松市

18.9 19.4 19.4 21.4 22.4 22.4 22.12 23.7 23.7 24.4 24.4 24.7 24.12制定（施行）日 H H H H H H H H H H H H H

75 259 169 181 276 582 322 350 270 172 412 183 421人口（千人）

前文 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

目的 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

定義 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

基本理念、基本方針 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

市の責務（役割）、（市長の責務） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

中小企業者の努力（責務・役割） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

中小企業団体の努力（責務・役割） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

大企業者の役割（努力） ● ● ● ● ● ● ● ● ●

市民の理解・協力（役割） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

学術研究機関等の協力 ●

金融機関の協力 ●

基本的施策（施策の基本方針） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

市からの受注機会の増大 ● ● ● ● ●

財政上の措置 ● ● ● ● ● ●

施策実施上の配慮 ●

調査研究 ●

審議会等の設置 ● ● ● ● ● ●

施策実施状況の公表 ●

議会への年次報告 ●

顕彰 ●
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中小企業振興条例の一般的な構成

項目 規定する事項

前文 中小企業が本市経済において果たしている役割や重要性、市の中

示す。小企業振興に対する姿勢など、条例全体の考え方を

示す。目的 条例制定の趣旨、条例により実現しようとする目的を

定義 条例中における「中小企業者 「中小企業団体 「大企業者」」、 」、

等の用語の定義を示す。

基本理念 条例全体にわたる中小企業振興の基本的な考え方を示す。

市、中小企業者、中小企業団体等中小企業の振興に関わる全ての

ものがその考え方を共有して中小企業の振興が図られるべきこと

を示す。

市の責務 中小企業振興に関する市の責務を 市の役割を「責務」とし示す。

て、他の主体よりも強い位置づけにする。

中小企業者の努力 中小企業者の振興については、中小企業者自身の自主的な努力が

前提であることを 中小企業団体も含め「中小企業者等の役示す。

割」として規定されているケースが多い。

大企業者の役割 大企業は、地域社会や中小企業に対し影響力を有していることか

ら、中小企業の役割や重要性を理解し、市が実施する中小企業振

興策に協力するよう求める。

市民の理解・協力 市民に中小企業の役割や重要性、市が中小企業振興を進める意義

について理解してもらうとともに、市内の中小企業者が供給する

製品等の消費拡大などに協力を求める。

基本的施策（施策 理念に基づき、市が取り組む中小企業の振興施策の基本的な方針

示す。の基本方針） を

財政上の措置 中小企業振興施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずる

ことを示す。

審議会等の設置 中小企業の振興に関し必要な事項を審議させるための会議を設置

することを示す。

25



（参考）

高松市中小企業基本条例

多島美を誇る波静かな瀬戸内海と古くから深い関わりを有する高松は、県都として、また、

四国の中枢拠点都市として、着実に発展を続けてきた。本市の事業所の大多数を占める中小企

業は、その成長と発展により、地域の雇用の創出と消費の拡大のみならず、税収の増加を通し

て地域経済の活性化と市民生活の向上という好循環を生み出してきた、本市のまちづくりに欠

かすことのできない重要な存在である。

しかし、近年、経済のグローバル化や人口減少社会の到来等により、中小企業を取り巻く環

境は、一段と厳しさを増しており、このような状況の中で、本市経済の持続的な発展のために

は、海外への事業展開、新分野への挑戦や創意工夫による経営革新を推し進める中小企業の育

成と振興を図ることが強く求められている。

ここに、中小企業の育成と振興は、本市の経済の発展と市民生活の向上に欠かせないもので

あるという認識を、中小企業者等はもとより、まちづくりの担い手である市民、大企業者およ

び市が共有し、中小企業を一層元気にすることにより、高松を人がにぎわい活力あふれるまち

とするため、この条例を制定する。

（目的）

第１条 この条例は、中小企業の育成および振興に関し、基本理念を定め、市の責務、中小企

業者等の努めるべき事項等を明らかにするとともに、中小企業の育成および振興に関する施

策（以下「中小企業振興施策」という ）の基本となる事項を定めることにより、中小企業。

振興施策を総合的に推進し、もって地域経済の活性化および市民生活の向上に寄与すること

を目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号に掲げるもの

であって、市内に事務所または事業所を有するものをいう。

(2) 中小企業団体 商工会議所、商工会、中小企業団体中央会その他の中小企業に関する団

体をいう。

(3) 中小企業者等 中小企業者および中小企業団体をいう。

(4) 大企業者 中小企業者以外の事業者で、市内に事務所または事業所を有するものをいう。

(5) 市民 市内に居住し、通勤し、または通学する者および市内で活動を行う個人または法

人その他の団体（中小企業者等および大企業者を除く ）をいう。。

（基本理念）

第３条 中小企業の育成および振興は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければなら

ない。

(1) 中小企業者等の自らの創意工夫および自主的な努力を尊重すること。

(2) 市、中小企業者等、大企業者および市民の相互の協力の下に行われること。

(3) 地域経済の循環の促進を図ること。

（市の責務）

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という ）にのっとり、中小企業。
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振興施策を総合的に策定し、および実施する責務を有する。

２ 市は、中小企業振興施策の策定および実施に当たっては、国、県その他の地方公共団体、

経済団体、大学等の学術研究機関、金融機関等との連携協力に努めなければならない。

（中小企業者等の努力）

第５条 中小企業者等は、基本理念にのっとり、経済的社会的環境の変化に即応するため、自

（ 。 。）主的に経営の革新 中小企業基本法第２条第２項に規定する経営の革新をいう 以下同じ

および経営基盤の強化に努めなければならない。

２ 中小企業者等は、事業活動を行うに当たっては、地域社会を構成する一員としての社会的

責任を認識し、地域社会への貢献および市民生活の向上に資するよう努めるものとする。

（大企業者の役割）

第６条 大企業者は、基本理念にのっとり、中小企業の育成および振興が地域経済の発展にお

いて果たす役割の重要性を理解し、市が実施する中小企業振興施策に協力するよう努めるも

のとする。

２ 大企業者は、事業活動を行うに当たっては、地域社会を構成する一員としての社会的責任

を認識するとともに、中小企業者等との連携協力に努めるものとする。

（市民の理解と協力）

第７条 市民は、基本理念にのっとり、中小企業が地域経済の発展および市民生活の向上に重

要な役割を果たしていることを理解し、市内で生産され、製造され、もしくは加工された物

品の購入、提供される役務の利用等により、中小企業者の健全な発展に協力するよう努める

ものとする。

（法制上の措置等）

第８条 市は、中小企業振興施策を推進するため、必要な法制上または財政上の措置その他の

措置を講じなければならない。

（施策の基本方針）

第９条 市は、次に掲げる基本方針に基づき、中小企業振興施策を実施するものとする。

(1) 中小企業者の経営の革新および経営基盤の強化を促進すること。

(2) 中小企業者の創業を促進すること。

(3) 中小企業者における人材の確保および育成を支援すること。

(4) 市内消費の拡大を促進すること。

(5) 中小企業者における従業員の雇用の安定および福祉の向上ならびに雇用機会の創出を図

ること。

（市からの受注機会の増大）

第１０条 市は、工事の発注、物品および役務の調達等に当たっては、予算の適正な使用に留

意しつつ、中小企業者の受注の機会の増大を図るよう努めなければならない。

（調査研究）

第１１条 市は、社会経済情勢の変化に対応した中小企業振興施策を実施するため、必要な調

査研究を行うものとする。

（中小企業振興審議会）

第１２条 中小企業振興施策を総合的に推進するため、高松市中小企業振興審議会（以下「審

議会」という ）を置く。。

２ 審議会は、中小企業の育成および振興に関する事項について、市長の諮問に応じ調査審議
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し、および当該事項について市長に建議する。

３ 審議会は、委員１５人以内で組織する。

４ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。

(1) 学識経験者

(2) 中小企業者の代表者

(3) 中小企業団体の代表者

(4) 前３号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

６ 委員は、再任されることができる。

７ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織および運営に関し必要な事項は、規則で定める。

（委任）

第１３条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。
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（参考）

徳島県経済飛躍のための中小企業の振興に関する条例

中小企業は、経済的社会的環境の変化に即応し、多様化する市場における需要に柔軟性

及び機動性をもって的確に対応するとともに、新たな事業に果敢に挑戦し、新たな産業を

創出する等、我が国の経済の基盤を形成し、その成長発展及び雇用の創出に大きく貢献し

てきた。

また、本県の中小企業は、先人のたゆまぬ努力と創意工夫により培われた高度な技術力

を基礎として、木材加工業をはじめとする伝統的な産業から発光ダイオード、バイオテク

ノロジー等に関する最先端の産業に至るまでの様々な分野において活力ある産業を創出

し、本県経済の活力の源泉として中核的な役割を担い、その成長発展及び県民福祉の向上

に大きく貢献してきた。

しかし、近年、本県の中小企業を取り巻く環境は、少子化に伴う人口減少社会の到来に

よる国内市場の規模の縮小、高度情報化や経済のグローバル化の急速な進展による競争の

、 、 。激化 団塊の世代の大量退職による技術の継承の問題の発生等 大きく変化してきている

このような中で、本県の経済飛躍の実現を図るためには、中小企業者がそれぞれに有す

る能力を最大限に発揮し、進取の気質に富んだ県民性、本県ゆかりの豊富な人材、安全で

安心な農林畜水産物、高度な技術力の集積、多様な交通手段等のたぐいまれなる本県の強

みを活用しながら様々な分野において主体的かつ創造的な事業活動を行うことにより、強

い競争力を有し、先進的で魅力ある企業へと成長発展していくことが不可欠である。

さらに、県、市町村、中小企業団体、大企業者、高等教育研究機関及び県民は、本県経

済における中小企業の重要性や地域社会における役割を理解し、その円滑な事業活動が助

長されるよう協力しながら支援していくことが必要である。

ここに、私たちは、本県の経済飛躍の実現にとって中小企業の振興が重要であることを

明確にし、頑張る中小企業者が多様で持続的な事業活動を行うことができる環境の整備を

推進すること等により中小企業の振興を図るため、この条例を制定する。

（目的）

第１条 この条例は、本県の経済飛躍の実現を図るため、中小企業の振興に関し、基本理

、 、 、 、念を定め 及び中小企業者 県等の責務 大企業者等の役割等を明らかにするとともに

中小企業の振興に関する基本方針及び施策の基本となる事項を定めることにより、中小

企業の振興に関する施策を総合的に推進することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において 次の各号に掲げる用語の意義は 当該各号に定めるところによ、 、

る。

(1) 経済飛躍 経済が飛躍的に発展することをいう。

(2) 頑張る中小企業者 中小企業者 中小企業基本法 昭和38年法律第154号 以下 基（ （ 。 「

本法」という ）第２条第１項に規定する中小企業者であって、県内に事務所又は事。

業所を有するものをいう。以下同じ ）であって、主体的かつ創造的な事業活動に努。

めるものをいう。

(3) 中小企業団体 商工会、商工会議所、中小企業団体中央会その他の中小企業に関す

る団体をいう。

(4) 大企業者 中小企業者以外の事業者であって、県内に事務所又は事業所を有するも

のをいう。

(5) 産学官の連携 企業、中小企業団体、高等教育研究機関、国、県又は市町村が相互
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に連携することをいう。

(6) 高等教育研究機関 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学

及び高等専門学校(以下「大学等」という ）並びに産学官の連携により中小企業の。

振興に係る研究及び事業化の促進に取り組む機関(大学等を除く ）をいう。。

（基本理念）

第３条 中小企業の振興は、本県の経済飛躍の実現を図るため、次に掲げるところにより

行われなければならない。

(1) 頑張る中小企業者を支援することにより推進されること。

(2) 県、市町村、中小企業団体、大企業者、高等教育研究機関及び県民の協力により推

進されること。

(3) 県内外の産業界で活躍する本県ゆかりの人材（本県の出身者であることその他の本

県と関係を有する人材をいう。以下同じ 、本県の地域における地理的及び自然的。）

な特性等の豊富な資源その他の本県の強み（本県の経済飛躍の実現を図るための中小

企業の振興を行うに際し本県が有する優れた特性をいう。以下同じ ）の活用を図る。

ことにより推進されること。

（基本方針）

第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という ）にのっとり、次に掲。

げる基本方針に基づき、中小企業の振興に関する施策を講ずるものとする。

(1) 頑張る中小企業者の支援に係る態勢の整備を図ること。

(2) 実践的な能力を備えた人材の育成を図ること。

(3) 競争力の強化に資するための本県独自の企業ブランド（本県の企業に共通する当該

企業又は当該企業が供給するサービス及び製品に対して信頼感等を与える独自の印象

をいう。以下同じ ）の創出を図ること。。

(4) 新たな市場の開拓に関する挑戦的な取組を行う頑張る中小企業者の販路の拡大の促

進を図ること。

(5) 戦略的な産業集積の促進を図ること。

（中小企業者の責務）

第５条 中小企業者は、基本理念にのっとり、自らを取り巻く環境の変化に即応して事業

の成長発展を図るため、主体的かつ創造的な事業活動に努めなければならない。

（県の責務）

第６条 県は、基本理念にのっとり、本県の強みを活用した中小企業の振興に関する戦略

的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（市町村に対する協力）

第７条 県は、基本理念にのっとり積極的に中小企業の振興に取り組む市町村に対し、情

報の提供、技術的な助言その他の必要な措置を講ずるものとする。

（中小企業団体の責務）

第８条 中小企業団体は、基本理念にのっとり、県及び市町村が実施する中小企業の振興

に関する施策への協力をはじめとして、経営資源の確保が困難であることが多い小規模

企業者（基本法第２条第５項に規定する小規模企業者であって、県内に事務所又は事業

所を有するものをいう ）の経営の改善及び向上その他の地域の特性に応じた中小企業。

の振興に関する施策に積極的に取り組むよう努めなければならない。

（大企業者の役割）

第９条 大企業者は、基本理念にのっとり、中小企業が地域社会の発展はもとより、自ら

の事業活動の維持及び発展に欠くことができない重要な存在であることを認識し、中小

企業が供給するサービス及び製品（以下「中小企業のサービス等」という ）の利用等。
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に努めるとともに、県、市町村及び中小企業団体が実施する中小企業の振興に関する施

策に積極的に参画し、及び協力するよう努めるものとする。

（高等教育研究機関の役割）

、 、第１０条 高等教育研究機関は その活動が中小企業の振興に資するものであるとともに

産学官の連携による取組が中小企業の振興にとって重要なものであることにかんがみ、

人材の育成並びに研究及びその成果の普及に自主的に努めるものとする。

２ 県は、中小企業の振興に関する施策で大学等に係るものを策定し、及びこれを実施す

るに当たっては、研究者の自主性の尊重その他の大学等における教育研究の特性に配慮

しなければならない。

（県民の理解と協力）

第１１条 県民は、基本理念にのっとり、中小企業の振興が地域経済の活性化及び県民生

活の向上に寄与することについて理解を深め、中小企業のサービス等の利用等により当

該振興に協力するよう努めるものとする。

（頑張る中小企業者の支援に係る態勢の整備）

第１２条 県は、県内外の産業界で活躍する本県ゆかりの人材の積極的な参画により、そ

の優れた知識、技術、人脈等を生かして効果的かつ効率的な頑張る中小企業者の振興に

関する施策を策定し、及び実施するよう努めるものとする。

２ 県は、徳島県中小企業・雇用対策事業特別会計及び民間からの資金協力を得たファン

ド等の活用といった創意工夫により必要な財源の確保を図るとともに、金融機関との一

層の連携を図ることにより融資、信用補完事業等の充実に努めるものとする。

３ 県は、頑張る中小企業者の課題の把握に努め、当該課題の解決のために一元的かつ総

合的な支援を行うための機能の充実に努めるものとする。

４ 県は、中小企業の身近な支援機関である中小企業団体の機能の強化を促進することに

より、頑張る中小企業者の支援に係る態勢の充実に努めるものとする。

５ 県は、頑張る中小企業者の円滑な事業活動を推進するため、当該事業活動に必要な情報

通信技術及び交通に係る基盤の効果的かつ効率的な整備及び活用の促進に努めるものと

する。

６ 県は、頑張る中小企業者の円滑な事業活動を推進するため、本県における頑張る中小

企業者に対する規制の緩和及び行政手続の簡素化に努めるものとする。

（実践的な能力を備えた人材の育成等）

第１３条 県は、中小企業の事業活動を支える人材を確保するため、次代を担う若年者並

びに実践的な技術力及び経営力を有する就業経験者を対象とした企業での実習の機会の

提供に努めるとともに、産業界の需要に応じた技術及び技能を有する人材の育成、経営

に関する総合的かつ体系的な研修の実施その他の必要な施策を講ずるものとする。

２ 県は、中小企業の振興に資する新たな産業の創出を促進するため、女性の経営者及び

青壮年の経営者の創造的な事業活動の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。

３ 県は、中小企業の持続的な発展を促進するため、これまで蓄積された知識、技術及び

技能並びに事業の次代への継承に資する情報の収集及び提供その他の必要な施策を講ず

るものとする。

（競争力強化のための本県独自の企業ブランドの創出）

第１４条 県は、中小企業の競争力の強化に資するための本県独自の企業ブランドの創出

を図るため、本県の企業による独自のサービス及び製品を開発するための取組並びに企

業防災力（災害に関し適切な危機管理を行うことにより災害発生後においても継続して

事業を行う能力をいう 、環境経営力（環境への負荷の低減に貢献し、環境と調和の。）

とれた経営を行う能力をいう 、情報通信技術を活用する能力等の強化により様々な。）

31



課題を解決する能力を高め、これを当該企業の優れた特性とするための取組に対して支

援その他の必要な施策を講ずるものとする。

（新たな市場開拓に挑戦する頑張る中小企業者の販路の拡大等）

第１５条 県は、新たな市場の開拓に関する挑戦的な取組を行う頑張る中小企業者の販路

の拡大を促進するため、大都市圏での情報発信の拠点の充実を図るとともに、国内外の

見本市、商談会等に出展する頑張る中小企業者への効果的かつ効率的な支援、電子商取

引の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。

２ 県は、中小企業のサービス等の利用等の気運の醸成に努め、需要の拡大の促進を図る

とともに、中小企業のサービス等に対し自ら率先して試用すること及びその受注機会の

増大を図ること、優れた中小企業のサービス等に対し顕彰することその他の中小企業の

サービス等の需要の拡大の促進のために必要な施策を講ずるものとする。

（戦略的な産業集積の促進等）

第１６条 県は、本県の強みを活用した産業集積を促進するため、中小企業のみならず大

、 、 、企業 高等教育研究機関等の積極的な参画の下 産業集積に係る戦略的な構想を策定し

その計画的な推進に努めるものとする。

、 、 、２ 県は 中小企業の振興に資する新たな産業の創出を促進するため 産学官の連携の下

農林水産業と商工業、医学と工業などの異分野にわたる連携による実践的な研究開発を

強化することにより、中小企業への技術移転及び事業化の促進、知的財産の創造、保護

及び活用その他の必要な施策を講ずるものとする。

３ 県は、中小企業の振興に資する企業の立地及び設備投資を促進するため、市町村等と

の連携を通じて事業に利用できる用地及び施設の情報の収集及び提供、資金の供給の円

滑化その他の必要な施策を講ずるものとする。

４ 県は、中小企業の振興に資するため、魅力ある商業の集積及び活性化に係る頑張る中

小企業者、中小企業団体等の意欲的な取組に対する支援に努めるものとする。

（推進体制）

第１７条 県は、中小企業の振興に関する戦略的な施策の策定及びその実施の推進のため

に必要な体制を整備するものとする。

（その他の施策）

第１８条 県は、この条例で定めるもののほか、中小企業の振興に関し、本県に係る経済

的社会的諸条件の変化に伴い必要となる施策を策定し、及び実施するものとする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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